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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第３四半期
連結累計期間

第41期
第３四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 （千円） 8,652,237 8,909,127 11,506,902

経常利益 （千円） 1,232,403 1,052,286 1,501,651

四半期（当期）純利益 （千円） 1,096,154 555,199 1,230,276

四半期包括利益又は包括利

益
（千円） 1,178,242 430,559 1,433,205

純資産額 （千円） 9,301,263 9,582,205 9,556,226

総資産額 （千円） 11,366,305 11,211,678 11,840,650

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 81.28 41.17 91.23

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 81.8 85.5 80.7

  

回次
第40期
第３四半期
連結会計期間

第41期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金

額
（円） 21.04 15.97

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

  

  

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

  

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

    

(1）業績の状況

  当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済環境は、東日本大震災の影響からの緩やかな景気回復をみせてい

たものの、欧州債務危機問題や新興国を含めた海外景気の下振れなどを背景に、先行きは不透明な状況で推移してお

ります。個人消費につきましても、消費税増税への不安、所得の伸び悩み等から低調に推移しております。

  このような状況下、当社グループにおきましては、前連結会計年度より継続して商品の買い取り強化、適正な価格設

定の徹底による売上総利益率の改善および全社的な経費削減取組による販売費及び一般管理費の抑制に取り組んで

まいりました。

  出店につきましては、直営店15店舗、フランチャイズチェーン（以下、「ＦＣ」という）加盟店20店舗を目標として

掲げており、当第３四半期連結累計期間においては、直営店を11店舗出店いたしました。ＦＣ加盟店は19店舗を新規出

店、９店舗を閉店いたしました。以上の結果、直営店は192店舗、ＦＣ加盟店は499店舗となり、直営店・ＦＣ加盟店あわ

せて691店舗となりました。

  

  当第３四半期連結会計期間末時点における各業態別の店舗数は次表のとおりであります。

　 （単位：店）

店舗数 ハードオフ オフハウス モードオフ
ガレージ

オフ
ホビーオフ ブックオフ 合計

直営店
58

(＋2)

60

(＋3)

14

(＋2)

6

(±0)

20

(＋1)

34

(＋3)

192

(＋11)

ＦＣ加盟店
241

(－2)

193

(＋5)

4

(＋1)

8

(±0)

53

(＋6) －
499

(＋10)

合計
299

(±0)

253

(＋8)

18

(＋3)

14

(±0)

73

(＋7)

34

(＋3)

691

(＋21)

（注）１．（ ）内は期中増減数を表しております。

２．子会社の株式会社エコモードが運営するモードオフ７店舗は直営店に含めております。

  

  売上高は、既存店で前年同期比3.6％減となりましたが、前連結会計年度に出店した15店舗が寄与したことにより、

全社売上高は前年同期比3.0％増となりました。

  利益面におきましては、適正な価格設定の徹底により売上総利益率が71.8％と前年同期比1.3％ポイント改善いた

しましたが、新規出店にかかる開業費および店舗数増加にともなう販売費及び一般管理費の増加を吸収することがで

きなかった結果、営業利益は前年同期比で6.8％減少となりました。経常利益は持分法による投資損失の発生により、

前年同期比14.6％の減少となりました。

  また、前第３四半期連結累計期間において受取和解金等の特別利益を686百万円計上したのに対し、当第３四半期連

結累計期間では特別利益の発生がなかったことから、四半期純利益は大幅な減少となりました。

  以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高8,909百万円（前年同期比3.0％増）、営業利益1,061百万

円（前年同期比6.8％減）、経常利益1,052百万円（前年同期比14.6％減）、四半期純利益555百万円（前年同期比49.4

％減）となりました。

  

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①リユース事業

  既存店で前年同期比3.6％減となったものの、前連結会計年度に出店した15店舗が売上に寄与したことにより、当

第３四半期連結累計期間の売上高は7,981百万円（前年同期比4.0％増）となりました。

②ＦＣ事業

当第３四半期連結累計期間の売上高は928百万円（前年同期比5.0％減）となりました。

この主な要因は、ロイヤリティ収入の減少によるものであります。 

   

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期連結累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生

じた課題はありません。

  なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

  

イ．会社の支配に関する基本方針の内容（概要）

  当社では、以下の「財務および事業の方針」を理解し支持する者が、当社の財務および事業の方針の決定を支
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配すべき者として望ましいと考えております。

  

「財務および事業の方針」

法令および社会規範を遵守するとともに次の事項を推進し、企業価値の向上を目指す

①経営の収益性や効率性を高め業績の向上に努め積極的な利益還元をはかる

②経営の透明性を確保する

③顧客や社員はじめあらゆるステークホルダーから信頼され支持される経営体制を構築する

  

  上場会社である当社の株式は、株主および投資家の皆様による自由な取引に委ねられており、当社の財務およ

び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき判断されるべきものと

考えております。また、支配権の獲得をともなうような当社株式の大規模な買付であっても、上記方針に沿い、当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであればこれを否定するものではなく、支配権の獲

得提案を受け入れるか否かは株主の皆様の判断によるものと考えております。

  しかしながら、大規模な買付提案の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

おそれのあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が当該提案の内

容を検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間を提供しないもの等対象会社の

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するものも想定されます。

  このような、上記の財務および事業の方針に反する不適切な者が当社の支配権の獲得を表明した場合には、当

社は、必要かつ相当な対応措置を講じ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上する必要があると

考えております。

  

ロ．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み

  当社では、当社の企業価値・株主共同利益の向上のために、次のような取り組みを実施しております。

  ①中長期的な経営戦略による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

  当社の経営陣は、経営理念を実現するため最善の経営方針を立案し誠実な経営に努めております。こうし

た努力の結果、当社の強みは次のようになりました。

ⅰ  独自のビジネスモデルによるローコスト・ハイリターンの高い経営効率を実現

ⅱ  自己資本比率の高い、変化に即応・挑戦できる強い企業体質を確保

ⅲ  リーディングカンパニーとしてリユース業界をリードし、直営店・ＦＣ加盟店での店舗展開により全

国670店舗（平成24年３月末現在）のネットワーク網を構築

ⅳ  多業態のリユースショップ展開により多様化するお客様のウォンツとニーズに応えると同時に、各業

態の専門性を高めることでお客様からの信頼を獲得

  現在、「2020年、1,000店舗達成。グループ売上800億円、市場シェア15％。お客様満足度・収益性共に圧倒的

なリユース業界におけるリーディングカンパニーになる。」を長期目標として掲げ、その実現に向け2009年

度より、①ＣＳ（お客様満足度）の向上、②人財育成の強化、③効率性の追及  に重点的に取り組み、企業価

値・株主共同の利益の向上をはかっております。

  

  また当社は、「株主の皆様への利益還元」を重要な経営方針のひとつとして位置付けております。１株当

たりの利益や自己資本利益率（ＲＯＥ）、キャッシュ・フローを向上させ、企業価値を高めるための積極的

な事業展開を推進することにより経営基盤や財務体質の強化をはかり、配当性向30％以上を基本に業績に裏

付けされた安定的な配当を実施していく方針であります。

  なお内部留保金につきましては、さらなる業績の向上と経営効率の改善により安定的な蓄積に努め、今後

の人財育成および新設店舗への投資や新規事業分野の展開等に備えるために活用してまいります。

  

②コーポレート・ガバナンスの強化による企業価値・株主共同利益向上への取り組み

  経営の透明性、誠実性、効率性、健全性を通して、経営理念の実現をはかり企業価値を高め、社会的責任を果

たしていくことが当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方であります。

  当社は、経営理念に基づき経営の効率化や経営のスピード化を徹底し経営目標達成のために、正確な情報

収集と迅速な意思決定ができる組織体制や仕組み作りを常に推進しております。

  株主・投資家の皆様をはじめ、当社を取り巻くあらゆるステークホルダーへ迅速かつ正確な情報開示に努

め、株主総会・取締役会・監査役会などの機能を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナン

スを充実させていきたいと考えております。

  この一環として従来から社外取締役・社外監査役を選任しており、現在も社外取締役１名・社外監査役３

名を選任しております。
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ハ．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取り組みの概要

  当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取り組みとして「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」とい

います）を導入しております。

  

その概要は以下のとおりです。

  ①本プランの対象となる当社株券等の買付

  本プランにおける当社株式の大量買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目

的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる買付行為

をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買付者といいます。

②大規模買付ルールの概要

  大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ充分な情報を提供し、取締役会に

よる一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

③大規模買付行為がなされた場合の対応

  大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は仮に当該大規模買付行為に反対であった

としても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様を説得す

るに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

  ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が会社

に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取締役会が判断

した場合には、対抗措置をとることがあります。

  また、対抗措置をとる場合、その判断について株主総会を開催し、株主の皆様のご意思を確認させていただく

場合がございます。

④対抗措置の合理性および公共性を担保する制度および手続

対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取締

役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性および合理性を担保するため、独立委員

会を設置することといたしました。

対抗措置をとる場合、その判断の合理性および公共性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立

ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、

勧告を行うものとします。

⑤本プランの有効期限等

    本プランは、平成23年６月20日開催の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認を賜り継続しており、そ

の有効期限は平成26年６月に開催予定の当社定時株主総会終結時までとなっております。ただし、有効期間中で

あっても、株主総会または取締役会の決議により本プランは廃止されるものとします。

  

ニ．具体的取り組みに対する当社取締役の判断およびその理由

    会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上さ

せるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

    また、本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益を損なうもので

はないこと、③株主意思を反映するものであること、④独立性の高い社外者の判断を重視するものであること、

⑤デッドハンド型買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないと考えております。

  

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,954,000 13,954,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 13,954,000 13,954,000 ― ―

   

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

  

  

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

  

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
─ 13,954 ─ 1,676,275 ─ 1,768,275

   

  

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ― ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

  普通株式    467,900
― ―

完全議決権株式（その他）   普通株式 13,481,600 134,816 ―

単元未満株式   普通株式      4,500 ― ─

発行済株式総数 13,954,000 ― ―

総株主の議決権 ― 134,816 ―

 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社

ハードオフコーポレーション

新潟県新発田市新栄町

３丁目１－13
467,900   ― 467,900 3.35

計 ― 467,900   ― 467,900 3.35

  

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,682,465 2,022,689

受取手形及び売掛金 195,733 201,468

有価証券 100,945 101,002

商品 2,034,919 2,203,716

その他 315,671 283,224

貸倒引当金 △2,100 △2,340

流動資産合計 5,327,636 4,809,762

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,553,416 1,637,598

土地 870,577 870,577

その他（純額） 433,681 385,784

有形固定資産合計 2,857,675 2,893,959

無形固定資産

のれん 120,643 125,040

その他 39,381 39,342

無形固定資産合計 160,024 164,383

投資その他の資産

投資有価証券 1,525,739 1,312,412

その他 1,972,609 2,034,195

貸倒引当金 △3,034 △3,034

投資その他の資産合計 3,495,314 3,343,573

固定資産合計 6,513,014 6,401,916

資産合計 11,840,650 11,211,678

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 39,775 61,041

未払法人税等 775,379 192,363

賞与引当金 － 53,510

その他 809,966 697,087

流動負債合計 1,625,121 1,004,002

固定負債

資産除去債務 137,720 144,390

その他 521,581 481,080

固定負債合計 659,302 625,471

負債合計 2,284,423 1,629,473
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,676,275 1,676,275

資本剰余金 1,768,275 1,768,275

利益剰余金 6,183,190 6,333,809

自己株式 △177,480 △177,480

株主資本合計 9,450,260 9,600,878

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 80,664 △49,314

為替換算調整勘定 25,302 30,640

その他の包括利益累計額合計 105,966 △18,673

純資産合計 9,556,226 9,582,205

負債純資産合計 11,840,650 11,211,678
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 8,652,237 8,909,127

売上原価 2,549,223 2,513,088

売上総利益 6,103,013 6,396,039

販売費及び一般管理費 4,963,950 5,334,549

営業利益 1,139,062 1,061,490

営業外収益

受取利息 1,907 2,141

受取配当金 33,801 40,841

持分法による投資利益 30,500 －

その他 38,160 33,892

営業外収益合計 104,370 76,875

営業外費用

支払利息 5,472 5,266

為替差損 2,982 －

持分法による投資損失 － 80,525

その他 2,574 288

営業外費用合計 11,029 86,079

経常利益 1,232,403 1,052,286

特別利益

受取和解金 659,400 －

その他 26,973 －

特別利益合計 686,373 －

特別損失

減損損失 27,110 47,538

投資有価証券評価損 10,438 7,419

その他 － 2,950

特別損失合計 37,549 57,907

税金等調整前四半期純利益 1,881,228 994,378

法人税、住民税及び事業税 767,468 397,500

法人税等調整額 17,605 41,678

法人税等合計 785,073 439,178

少数株主損益調整前四半期純利益 1,096,154 555,199

少数株主利益 － －

四半期純利益 1,096,154 555,199
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,096,154 555,199

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 70,625 △129,978

持分法適用会社に対する持分相当額 11,462 5,338

その他の包括利益合計 82,087 △124,640

四半期包括利益 1,178,242 430,559

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,178,242 430,559

少数株主に係る四半期包括利益 － －

EDINET提出書類

株式会社ハードオフコーポレーション(E03361)

四半期報告書

13/19



【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

  当社および連結子会社は、法人税法の改正にともない、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

  なお、これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。

  

  

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額

は、次のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間

（自  平成23年４月１日

至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自  平成24年４月１日

至  平成24年12月31日）

減価償却費 211,407千円 232,841千円

のれんの償却額 16,568千円 25,602千円

  

  

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月20日

定時株主総会
普通株式 202,290 15.00平成23年３月31日平成23年６月21日利益剰余金

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 404,580 30.00平成24年３月31日平成24年６月22日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）

  １．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

　

報告セグメント

　

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２リユース事業 ＦＣ事業 合計 　

売上高 7,674,847977,3898,652,237― 8,652,237

セグメント

利益
1,182,030655,5061,837,536△698,473 1,139,062

（注）１．セグメント利益の調整額△698,473千円は各報告セグメントに配分していない全社費用の金額で

あります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

  ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

  １．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

　

報告セグメント

　

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２リユース事業 ＦＣ事業 合計 　

売上高 7,981,092928,0358,909,127― 8,909,127

セグメント

利益
1,190,944611,3141,802,259△740,768 1,061,490

（注）１．セグメント利益の調整額△740,768千円は各報告セグメントに配分していない全社費用の金額で

あります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

  ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

    １株当たり四半期純利益金額 81円28銭 41円17銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,096,154 555,199

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,096,154 555,199

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,486 13,486

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

  

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 
 

平成25年２月12日

株式会社ハードオフコーポレーション

取 締 役 会  御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十嵐      朗      印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井  口      誠      印

 
 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハードオ

フコーポレーションの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24

年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

  

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

  

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハードオフコーポレーション及び連結子会社の平成24年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

  

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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